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5 月消費統計 

所得環境の改善による消費増加へ 

経済調査部 

エコノミスト 齋藤 勉 

[要約] 

 2013 年 5 月の総務省「家計調査」によると、実質消費支出は前年比 ▲1.6％と 5 ヶ月

ぶりのマイナスとなった。季節調整値で見ると前月比＋0.1％と 2 ヶ月ぶりの増加、振

れの大きい住居や自動車などを除いた実質消費支出（除く住居等）で見ると、同＋1.3％

と 3ヶ月ぶりの増加となった。

 実質消費支出の動きを項目別に見ると、「教育」が前月比＋17.5％、「保健医療」が同

＋10.4％と前月の反動から増加したほか、「被服及び履物」が同＋3.9％と増加した。

「交通・通信」が同▲1.1％、「教養娯楽」が同▲1.8％。「食料」が同▲0.1％とそれぞ

れ減少し、「光熱・水道」、「家具・家事用品家事用品」は同 0.0％と前月比横ばいの

推移であった。「被服及び履物」は、前月が天候不良などで販売が振るわなかったこと

に加え、5月後半に気温が上昇した影響で夏物衣料品に動きが見られたことから増加し

た。「交通・通信」は 3 ヶ月連続の減少となったが、新車販売台数は高水準での推移を

保っており、軽自動車を中心として乗用車向け支出は好調が続いている。 

 勤労者世帯の平均消費性向を見ると、4月を境に低下しており、平常時の水準へ回帰し

つつある。一方で、可処分所得は緩やかに増加を続けており、消費性向の低下が消費を

押し下げる影響を緩和している。足下で海外経済に変調が見られるものの、日本経済が

成長を続けるという見通しに変わりはなく、生産の拡大に伴う所得環境の改善が続く見

込みである。今後消費性向の低下が続いたとしても、消費は緩やかに増加が続くとみて

いる。

図表 1：各種消費指標の概況 

2013年
2月 3月 4月 5月

前年比 0.8 5.2 1.5 ▲ 1.6 総務省
前月比 2.2 2.0 ▲ 4.6 0.1 総務省

実質消費支出（除く住居等） 前月比 1.5 ▲ 0.3 ▲ 2.4 1.3 総務省
前年比 ▲ 2.2 ▲ 0.3 ▲ 0.2 0.8 経済産業省
前月比 1.7 ▲ 1.5 0.6 1.5 経済産業省
前月比 0.7 ▲ 0.2 0.1 内閣府
前年比 0.3 3.9 ▲ 0.5 2.6 日本百貨店協会
前年比 ▲ 4.7 ▲ 0.4 ▲ 2.6 ▲ 1.2 （一社）日本フランチャイズチェーン協会
前年比 ▲ 5.5 1.7 ▲ 1.9 ▲ 1.2 日本チェーンストア協会
前年比 ▲ 1.3 1.6 ▲ 0.3 3.3 （一社）日本フードサービス協会
前年比 ▲ 0.4 ▲ 0.9 ▲ 1.6 観光庁

（注）百貨店売上高、コンビニエンスストア売上高、スーパー売上高の前年比は店舗数調整後。
（出所）各種統計より大和総研作成
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5 月の実質消費支出（除く住居等）は増加に転じる 

2013 年 5 月の家計調査によると、実質消費支出は前年比 ▲1.6％と 5 ヶ月ぶりのマイナスと

なった。季節調整値で見ると前月比＋0.1％と 2ヶ月ぶりの増加、振れの大きい住居や自動車な

どを除いた実質消費支出（除く住居等）で見ると、同＋1.3％と 3ヶ月ぶりの増加となった。 

主要項目の動き：総じて減少したが、統計の特性による振れも見られる 

実質消費支出の動きを項目別に見ると、「教育」が前月比＋17.5％、「保健医療」が同＋10.4％

と前月の反動から増加したほか、「被服及び履物」が同＋3.9％と増加した。「交通・通信」が

同▲1.1％、「教養娯楽」が同▲1.8％。「食料」が同▲0.1％とそれぞれ減少し、「光熱・水道」、

「家具・家事用品家事用品」は同 0.0％と前月比横ばいの推移であった。 

「被服及び履物」は、前月が天候不良などで販売が振るわなかったことに加え、5 月後半に気

温が上昇した影響で夏物衣料品に動きが見られたことから増加した。「交通・通信」は 3 ヶ月

連続の減少となったが、新車販売台数は高水準での推移を保っており（図表 2-2）、軽自動車を

中心として乗用車向け支出は好調が続いている。 

図表 2-1：実質消費支出の項目別寄与度 図表 2-2：新車販売台数の推移（季節調整値） 
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（注）季節調整は大和総研。

（出所）日本自動車販売協会連合会、全国軽自動車協会連合会統計より大和総研作成

商業販売統計の名目小売販売額は前月比＋1.5％と増加 

供給側から個人消費動向を捉えた商業販売統計の結果を見ると、5月の名目小売販売額は、季

節調整済み前月比＋1.5％と 2ヶ月連続で増加した（図表 3-1）。 

業種別に見ると、「自動車小売業」が同▲6.0％と減少した。ただし、前述の通り自動車販売

台数は未だ高水準での推移となっている。夏物衣料品が好調であったため「織物・衣服・身の

回り品小売業」は同＋4.6％と増加。高額品販売が好調に推移していることから、百貨店などが

含まれる「各種商品小売業」は同＋2.0％の増加となった。また、「飲食料品小売業」は同＋0.3％

と増加している。 

消費者マインドは 3ヶ月連続の改善 

5 月の消費動向調査によると、消費者態度指数は、前月差＋1.2pt と 5 ヶ月連続で上昇した（図

表 3-2）。ただし、調査基準日は 5 月 15 日となっているため、5 月後半以降の株価の急落が織
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り込まれていない可能性が高い。足下で消費者マインドの改善が続いているかを判断するため

には、6月分の結果を確認する必要があるだろう。 

図表 3-1：名目小売販売額の商品別寄与度 図表 3-2：消費者マインドの推移 
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消費性向が落ち込む中で所得環境の改善による消費増加へ 

勤労者世帯の平均消費性向を見ると、4月を境に低下しており、平常時の水準へ回帰しつつあ

る(図表 4)。一方で、可処分所得は緩やかに増加を続けており、消費性向の低下による消費減の

影響を緩和している。 

足下で海外経済に変調が見られるものの、日本経済が成長を続けるという見通しに変わりは

なく、生産の拡大に伴う所得環境の改善が続く見込みである。今後消費性向の低下が続いたと

しても、消費は緩やかに増加が続くとみている。 

消費税増税まで個人消費は拡大が続く 

また、2014 年 4 月に予定される消費税増税に向けて、住宅販売は 7-9 月期にもピークを迎え

るとみており、住宅購入に伴う家庭用耐久財の消費も活発化が予想される。10-12 月期以降は自

動車を中心とする高額品にも駆け込み需要が発生するとみられるため、消費はさらに増勢を強

めるだろう。消費税が引き上げられるその日まで、個人消費は拡大が続くとみている。 

図表 4：勤労者世帯の可処分所得と平均消費性向 
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商業販売統計小売業販売額の推移
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コンビニ売上高（店舗数調整前）
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（出所）日本フードサービス協会統計より大和総研作成

外食市場売上高

(年)

(月)

消費・協会統計

-100

-80

-60

-40

-20

0

20

40

60

80

100

1 2 3 4 5 6 7 8 9 101112 1 2 3 4 5 6 7 8 9 101112 1 2 3 4 5

11 12 13

(前年比、％)

家計調査 家計消費状況調査 JEITA

（注）家計調査と家計消費状況調査の値は当該CPIで実質化。

（出所）JEITA、総務省統計より作成
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